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１．運輸デジタルビジネス協会（ＴＤＢＣ）



【参考】協議会を構成する会員企業

4

＜事業者会員＞ 39社
一般財団法人 コミュニティ政策基盤創造機構
一般社団法人東京都トラック協会
日個連東京都営業協同組合
公益社団法人佐賀県トラック協会
アイシーエクスプレス株式会社
株式会社 伊藤運送
ＥＰ Ｒｅｎｔａｌ株式会社
ウィルポート株式会社
大河原運送株式会社
株式会社大林組
関東交通株式会社
北関東物流株式会社
京王電鉄バス株式会社
鴻池運輸株式会社
有限会社西条タクシー
サーラ物流株式会社

株式会社ＡＣＣＥＳＳ
株式会社アスア
株式会社アポロン
株式会社アルファ・デポ
株式会社イエス,アンド
イージスワン株式会社
いすゞ自動車株式会社
伊藤忠商事株式会社
イネーブラー株式会社
株式会社ウフル
株式会社ヴァル研究所
株式会社エー・アンド・デイ
株式会社AMBC
株式会社ABシステムソリューション
ＳＧシステム株式会社
株式会社エナジー・ソリューションズ
ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社
株式会社Enhanlabo
大塚製薬株式会社
岡谷エレクトロニクス株式会社

株式会社クレオ
株式会社グローバルワイズ
京滋ユアサ電機株式会社
コネクシオ株式会社
株式会社3LIM
サトーホールディングス株式会社
株式会社GCAP
シェアフル株式会社
株式会社システム計画研究所
株式会社シムトップス
ジャパン・トゥエンティワン株式会社
株式会社スマートドライブ
株式会社セールスフォース・ドットコム
ソフトバンク株式会社
株式会社タイガー
大日本印刷株式会社
株式会社タックス
株式会社中日諏訪オプト電子ファインフィットデザインカンパニー
株式会社ＤＮＰアイディーシステム

ＴＭ特許事務所
帝人株式会社
株式会社ディー・エヌ・エー
株式会社ディルバート
株式会社データ・テック
株式会社データビークル
株式会社デンソー
株式会社デンソーウェーブ
株式会社デンソーソリューション
株式会社電通国際情報サービス
トヨタ自動車株式会社
株式会社トランストロン
日本システムウエア株式会社
日本事務器株式会社
日本ハネウェル株式会社
株式会社野村総合研究所
パイオニア株式会社
株式会社パスコ
物流企画サポート株式会社
株式会社フルバック

ブルーイノベーション株式会社
株式会社フレクト
株式会社ブロードリーフ
ＨＯＹＡ株式会社
ミズノ株式会社
三井住友海上火災保険株式会社
株式会社村田製作所
モバイルクリエイト株式会社
株式会社盛システム開発
矢崎エナジーシステム株式会社
株式会社ユニ・トランド
ユニオンツール株式会社
株式会社リアライズ
株式会社両備システムズ
レイ・フロンティア株式会社
レッドハット株式会社
株式会社ロジステイクス・システム研究所
ウイングアーク１ｓｔ株式会社

株式会社フジタクシーグループ
ベイラインエクスプレス株式会社
北陸大池運送株式会社
松浦通運株式会社
マルタケ運輸株式会社
三重執鬼株式会社
株式会社ワカスギ

＜オブザーバー会員＞ 20社
青森定期自動車株式会社
アルピコ交通株式会社
伊藤忠TC建機株式会社
茨城流通サービス株式会社
ＷＩＬＬＥＲ ＥＸＰＲＥＳＳ株式会社
株式会社鹿野

黒田タクシー株式会社
株式会社コスモスバス
埼菱サービス株式会社
ジェイアール東海バス株式会社
白川タクシー株式会社
日本コンテナ輸送株式会社
有限会社藤田観光バス
フットワークエクスプレス関東株式会社
株式会社ポストウェイ
丸磯建設株式会社
株式会社ユーエムエス
両備ホールディングス株式会社 両備トランスポートカンパニー
両備ホールディングス株式会社 両備バスカンパニー
株式会社ロンコ・ジャパン

サポート会員

三興物流株式会社
株式会社首都圏物流
真和工業株式会社
株式会社西三交通
宝交通株式会社
谷口運送株式会社
中国タクシー株式会社
中日臨海バス株式会社
富山県トラック株式会社
トランコム株式会社
奈良交通株式会社
ニコニコ観光株式会社
日本郵便オフィスサポート株式会社
Ｐ＆Ｊ株式会社
菱木運送株式会社
株式会社日立物流

運輸事業関連会員
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２．経済産業省事業
ビジネスモデル構築型公募（１次）
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運輸デジタルビジネス協議会

３．経済産業省事業

物流現場のイノベーションを実現する、
様々なデバイスに対応する

「位置情報管理ブラットフォーム構築」

採択案件：ＮＯ２
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ＴＤＢＣ：ワーキンググループ活動

WG 研究テーマ・内容

WG01 事故の撲滅と実現のための乗務員教育

WG02 乗務員の健康増進 （眼、睡眠、腰、その他）

WG03 MaaSへの取り組み Season2

WG04 人材不足の解消、リソースシェアリング

WG05A 各社サービスをAPI統合する
動態管理プラットフォーム構築

WG05b 準天頂衛星みちびきによる測位技術の物流現場での活用

WG05c 経営者の考える無人AI点呼への挑戦

WG06 運輸業界共通プラットフォームの構築

WG07 建設機械、建設業の自動化等による課題解決

Ｐ－１０
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（一部）
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トラックには各種装置が装備されているが
メーカー別で連携されていない。
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実施内容（概要）
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４．動態管理情報項目の標準化



車両動態管理プラットフォーム （API HUB)

項目

車両車番

デバイスＩＤ

計測時刻

緯度

経度

測地系

車両管理情報

その他付加情報 etc

今回の「動態管理プラットフォーム」構築において、実際に
利用する項目のみに限定して定義する。

Ｐ－２５

温度
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ＴＤＢＣ ＣｌａｓｓＤｉａｇｒａｍ



Ｐ－２７
５．他の「物流システム」との連携

①「ＳＩＰスマート物流サービス」



Ｐ－２８

標準化ガイドライン（案）が公開



Ｐ－２９
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ＳＩＰ「スマート物流サービス」標準メッセージは、全７ページ
で膨大な情報項目（約５００項目）の定義がされているが、
TDBC「動態管理プラットフォーム」の必要項目は定義がさ
れていない（将来的には車両番号で連携）。



Ｐ－３１②「物流ＭａａＳ」

「物流ＭａａＳ」の実現に向けた研究開発・実証事業（見える
化・混載・自動化等による輸配送効率化）を令和３年６月よ
りスタートで、まだ実態がない。



Ｐ－３２
６．今後の計画

今回、TDBC「動態管理プラットフォーム」での必要
情報は範囲を限定した。今後、「動態管理プラット
フォーム」の拡張に伴い、項目を追加申請する。
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ＴＤＢＣ：他ワーキンググループとの連携

WG 研究テーマ・内容

WG01 事故の撲滅と実現のための乗務員教育

WG02 乗務員の健康増進 （眼、睡眠、腰、その他）

WG03 MaaSへの取り組み Season2

WG04 人材不足の解消、リソースシェアリング

WG05A 各社サービスをAPI統合する
動態管理プラットフォーム構築

WG05b 準天頂衛星みちびきによる測位技術の物流現場での活用

WG05c 経営者の考える無人AI点呼への挑戦

WG06 運輸業界共通プラットフォームの構築

WG07 建設機械、建設業の自動化等による課題解決
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